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令和 6年度(2024 年度)第 3 回宝塚市上下水道事業審議会議事概要 

 

 

［日 時] 令和 6年 12 月 20 日（金） 午後 2時 00 分～午後 4 時 00 分 
 
 
［場 所］ 宝塚市第二庁舎 第１会議室 
 
 
［出席委員］ 鍬田 泰子      尾﨑 平 

 足立 泰美      今里 有利 

池上 陽子      山本 敏晴 

奥野 敦士      関  義友 

 （敬称略・順不同） 

 
 
［事務局］  下野 局長        中村 経営管理部長 

中条 施設部長      廣瀬 総務課長 

原  経営企画課長    和泉 浄水課長 

 宇野 水質検査担当課長    寺脇 給排水設備課長 

 窪田 下水道課長 

 

１ 局長挨拶 

２ 資料の確認 

 会議次第 

資料 1   ： 宝塚市水道ビジョン 2025 検証報告書（H28～R5） (案) 

資料 2   ： 水道ビジョン 2035 骨子（案） 

資料 3-1 ： 下水道ビジョン 2035 骨子（案） 

資料 3-2 ： 下水道管路施設包括民間委託 

資料 3-3 ： 上下水道施設の耐震化状況の緊急点検結果（概要）等 

３ 審議会の成立、傍聴者の確認 

事務局：委員総数 10 名中出席委員 8名のため宝塚市上下水道事業審議会規則第 6 条第 2 項

により、本日の審議会は成立いたしました。審議会開会前の傍聴者の入室に関しま

しては、本日は傍聴される方はおられませんので、報告いたします。 

４ 議題 

会 長：それでは、議題 1 の「宝塚市水道ビジョン 2025 検証報告書（H28～R5）（案）の修

正について」について、事務局説明をお願いします。 

事務局：資料１「宝塚市水道ビジョン 2025 検証報告書（H28～R5） (案)」について説明

致します。（以下説明省略） 
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会 長：何かご意見はありますでしょうか。 

 「3.2.6基幹管路の耐震化率」の検証④に記載の「基幹管路の延長は、管路全体

の61％」について、R5年度のみの数値か、それとも期間を通じての数値か。 

事務局：期間を通じての数値です。H28年度～R5年度に更新した管路延長のうち61％が基

幹管路となります。 

委 員：過去の計画や目標にとらわれすぎないでいただきたい。当初計画や目標が誤って

いたということもあるかと思う。計画や目標の設定自体に対する検証が必要。そ

の検証をしたうえで次期ビジョン、経営戦略の策定方法なども検討していただき

たい。 

会 長：現ビジョン、経営戦略の検証を行ったなかで、課題や問題などを審議会での指摘

もふまえて箇条書きにして整理し、次期ビジョン・経営戦略に生かすべき。 

委 員：必要がなかったもの、できなかったものは異なる要因からくるもの。 

 設定した目標項目のうち達成できなかったものについては、必要がなかったの

か、必要だが出来なかったのか整理していただきたい。 

委 員：「能登半島地震の経験をふまえ、耐震化率の向上だけでは不十分」との記載があ

るが、どういう意味か。 

事務局：能登半島は耐震化率だけみると高かった状況でした。しかしながら復旧に時間を

要してしまいました。主な原因として、急所施設の耐震化が不十分であったこと

が判明したため、管路の耐震化だけでは災害への対応として不十分であると記載

いたしました。 

会 長：管路の耐震化も重要な取組だと思うので、表現を変えてはどうか。 

事務局：ふまえて調整いたします。 

委 員：阪神水道企業団からの受水事業により管路更新事業が遅れた理由はなにか。受水

事業と管路更新事業は別事業だと思うがいかがか。 

事務局：H28年度からH30年度にかけて、阪神水道企業団からの受水事業を行いましたが、

当該事業に伴う送水管などの工事に予算を重点配分したため、計画時に予定して

いた管路更新に係る予算を確保することができず、目標が未達となりました。 

委 員：端的に言うと、受水事業に予算を割いたため、管路更新の予算が足りなくなった

ということか。 

事務局：ご認識の通りです。H28年度、H29年度については、阪神水道企業団からの受水事

業に注力するため、管路更新は2億円程度の予算となりました。 

委 員：ビジョンを策定した時点で阪神水道企業団からの受水事業は決まっていたのでは

ないのか。計画の後半が実績とズレることはある程度理解できるが、計画当初か

ら実績と乖離する理由はほかにあるのではないか。 

事務局：実際には、予算が不足したことに加えて、阪神水道企業団からの受水事業に人員

が割かれ、管路更新事業に充てる人員が不足したことも原因のひとつです。 
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委 員：次期ビジョンでは計画初期段階で実績と大きく乖離することのないよう目標設定

などを行っていただきたい。 

委 員：計画と実績が異なることはよくある話。気づいた時点で是正していくことが重

要。 

会 長：次期計画では、10年後の目標を各年度按分するのではなく、できるかぎり単年度

ごとの数値目標を設定するべき。 

委 員：「3.2.6基幹管路の耐震化率」の検証③に「9.2億円相当の事業執行が容易でな

く」という表現があるがどうか。具体的な理由がなく怠慢という印象を受ける。 

具体的な理由を記載するべき。 

会 長：ビジョンの検証報告書案については、再度委員のみなさまで確認いただき、ご指

摘があれば事務局までお願いします。また、今回の会議での指摘について修正し

たうえで、会長と事務局に一任頂き最終確定とさせていただきたいと思いますが

よろしいでしょうか。 

委 員：異議ありません。 

 

会 長：つづいて、議題 2 の「宝塚市水道ビジョン 2035 骨子（案）について」について、

事務局説明をお願いします。 

事務局：資料2「水道ビジョン 2035 骨子（案）」について説明致します。（以下説明省

略） 

会 長：鉛製給水管率については、現ビジョンでも目標となっていたが、家の建て替えが

ないと推進が難しいなど外的要因が大きいが、その項目を重要指標とするのはど

なのか。 

事務局：ご認識の通り、外的要因が大きい指標となります。次期ビジョンでは実現可能な

目標として設定したいと考えていますが、ご指摘をいただきましたので、重要指

標からモニタリング指標へ変更することも検討したいと思います。 

委 員：外的要因が大きいものを重要指標にするべきではない。モニタリング指標でいい

のではないか。また、ビジョンについては、50年後も事業が持続しているという

観点で考えて欲しい。設備の更新、維持管理についても優先度をつけて考えて頂

きたい。水道法の改正、是正なども考えていかないといけないフェーズに来てい

る。法改正も含めて水道事業の持続を考える必要がある。 

事務局：現在、過疎地域には管路を敷かず、給水車で配水するなどの取り組みも出てきて

いる。本市も市域が広く同様の課題があるため、今後も国や他市の状況を注視し

ていきたいと思います。 

会 長：指標については、具体的な目標値が設定されていないなかで、採用するしないの

判断が難しい。また今後10年で見込んでいる具体的な計画などをご説明頂き、そ

のうえで議論するのがいいのではないか。そうでないと出戻りになりビジョンの
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骨子を直すことになろうかと思う。 

事務局：今回の資料としては、具体的な取組（骨子）までをお示しさせていただいており

ます。現在経営戦略やアセットマネジメントを策定中です。今後その中で具体的

な数値目標などの情報をお示しさせていただきたいと考えています。 

委 員：赤字が続いている状況を解消しないと経営持続できない。水道事業は企業債残高

も増えている。はっきり申し上げると、値上げしないと今後事業継続はできな

い。様々な取組が記載されているが、財務状況の改善がなければそれぞれの取り

組みも実施できない。 

事務局：ご指摘のとおり、令和7年度の料金値上げ後も料金回収率が100％を下回る見込み

です。次期ビジョンでは料金改定について、項目として明記し課題と取り組みを

記載したいと考えています。 

委 員：ビジョンは読む人が分かりやすい表現にするべき。料金改定をするにしても、改

定に至る経緯がストーリーとしてイメージしやすいように表現するのがいいでは

ないか。 

事務局：次期ビジョンでは視覚的にも分かりやすい表現にするよう、現在検討しておりま

す。 

委 員：宝塚市は平成28年度の下水道料金の改定の際も、必要な改定率の半額しか実施し

なかった。政治的な判断があったかと思うが、必要な改定ができていない。また

改定後から現在に至るまで、小口径使用者に対して大口径使用者の減少が著しい

状況もあり収益が減少している。 

委 員：口径別使用者の推移なども丁寧に調査、分析する必要があるのではないか。 

事務局：料金については、現行の料金体系の在り方から見直すことが必要と考えていま

す。 

会 長：予算があるのか、人員が不足しているのか、直営なのか、委託なのか、どのよう

な方針にするのかを明確にしていただきたい。最適な組織体制についても検討の

うえお示し頂きたい。 

事務局：本市では現在、策定した定員適正化計画に沿って、組織計画を進めていく予定で

あり、今後職員数は削減していきますが、技術職の比率を増やすことを考えてい

ます。そのなかで不足する分は委託するなどを考えています。 

会 長：委託ありきではなく、直営で何を維持するのかを慎重に検討いただきたい。 

 委託を選択せず、人を採用し直営を選択している市町もある。 

委 員：今後自己水は減らして、受水を増やしていくという認識か。そうなると災害時の自

己水源がなくなるということになる。また、水運用の効率化と・配水区域の適正化

について詳細を教えて頂きたい。 

事務局：ご認識のとおり、自己水源を減らし受水を増やしていく方針です。また水運用につ

いてですが、現在、本市は２つの浄水場（川下川ダム・小浜井戸）と２つの受水団
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体からの水を配水しています。時期によって川下川ダムの水量が変動するため、配

水する水の水源を調整しています。例えば、川下川ダムの水量が多い時期は受水を

減らし、水量が減る時期には受水を増やすなどしています。 

 また加圧所や配水池の統廃合によって配水運用を再構築する計画を考えています。 

委 員：県や阪神水道企業団との調整も必要ではないか。 

事務局：ご指摘の通りです。令和 9年度の加圧所配水池の統廃合においては、阪神水道企業

団と調整し受水を増量する予定となっています。 

委 員：受水はどのような料金体系になっているか。 

事務局：契約水量に対して一定の率を掛けた水量（基本水量）に対する金額を基本料金と 

し、基本水量を超過した分を別途超過料金として支払っています。 

会 長：阪神水道企業団との契約は年間契約となっているかと思うが、季節変動に対して 

受水量はどのようにコントロールしているか。 

事務局：契約では１日最大水量と年間最大水量が決まっており、その範囲内であれば、 

受水量を調整することが可能です。 

 

会 長：つづいて、議題 3 の「宝塚市下水道ビジョン 2035 骨子（案）について」につい

て、事務局説明をお願いします。 

事務局：資料 3-1「下水道ビジョン 2035 骨子（案）、資料 3-2 ： 下水道管路施設包括民

間委託、資料 3-3 ： 上下水道施設の耐震化状況の緊急点検結果（概要）等」につ

いて説明致します。（以下説明省略） 

会 長：何かご意見はありますでしょうか。 

委 員：下水道管路施設包括民間委託を実施している自治体は全国の3％。97％は検討も

していないし、実施もしていないと聞いた。宝塚市はなぜ検討しているのか。 

事務局：国の方針として、上下水道などの水分野の公共施設を対象とした官民連携方式、

略称ウォーターPPPについて令和13年度までに100件の実績を目指すとしていま

す。また令和9年度以降、ウォーターPPPの実施を決定していることが、補助金の

要件となることもあり、本市として積極的に取り組んでいます。 

委 員：補助金を求めるためだけが理由か。補助金は手段であって目的ではない。 

事務局：補助金の要件となることもひとつの要素ですが、本市では今後管路の更新需要が

増大します。そのなかで技術職員を確保することが難しい状況もあり、更新需要

へ対応するため民間活用を進める必要があることも背景としてあります。 

会 長：今後、一時的な更新需要の増大に対して、職員を雇用することは難しく、民間活

用で対応していきたいということと理解しましたがどうでしょうか。 

事務局：ご認識のとおりです。汚水管の更新需要は今後増大します。増大する業務に対し

てウォーターPPPを活用したいと考えています。 

委 員：ウォーターPPPはひとつの手段として認識頂きたい。また中小企業は請負契約に
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参加することにはハードルがあることもふまえて頂きたい。 

委 員：ウォーターPPPを理解するために、詳細説明が必要かと思います。 

事務局：ウォーターPPPについての導入可能性調査を令和5年度に実施しました。結果とし

ては、200社ほど調査依頼し、103社回答があった中で、参加意欲ありが30社、意

欲なしが15社、どちらともいえないが58社でした。また来年1月に事業者向けに

説明会を予定しており、参入意欲を高めていければと考えています。 

委 員：ウォーターPPPが推奨されているということは、全国的に上下水道事業の生産効

率に問題があるということを示している。労務単価が比較して高いということを

暗示しているとも言える。組織、人員、労務費について適正化することが必要。 

委 員：上下水道一体化の取り組みについて、下水道には記載があるが水道にはないがど

うか。 

事務局：水道では異なる分類枠に記載をしていますので、整合を取り調整します。 

委 員：広域化について、水道は記載があるが、下水道では記載がないがどうか。 

事務局：下水道については、本市は処理場を有していないため、広域化としては現在動き

がない状況です。 

事務局：事務業務（ソフト面）での連携についても、近隣市との情報連携や協議はあるも

のの、具体的なものはない状況です。 

委 員：下水道事業の一番大きな課題はなんでしょうか。水道事業であれば、料金改定や

自己水から受水への移行などテーマがあるが、下水道事業における大きなテーマ

があれば教えて頂きたい。 

事務局：下水道事業において、雨水事業として、大雨浸水対策が急務です。汚水事業では

ウォーターPPPもそうですが、今後の管路更新需要が増大に対して、いかに効率

的にやっていくかが重要な課題だと認識しています。 

委 員：重要課題のなかでも最重要課題を設定するなども検討してはどうか。下水道事業

については、繰入がなければ赤字なので、本質的に経営状況が厳しいことも意識

し、料金改定についても表現してはどうか。 

委 員：管路更新需要の急増については、経緯なども含めて説明資料など準備された方が

いいと思う。 

委 員：水道管は耐用年数がどんどん長くなっている。下水道管は同じように技術革新な

どで長寿命化されてはいないのか。 

事務局：下水道管はコンクリート管と塩ビ管があるが、コンクリート管は耐用年数が50年

であり、今後更新需要が増大する見込みです。塩ビ管については導入からまだ日

が浅く、はっきりとした耐用年数がまだ示されていない状況です。 

委 員：下水道会計については、一般会計から12億円ほど繰入金がある。また市の財政は

苦しく、今後繰入金は減らされる可能性がある。そうなると、料金改定も視野に

入れて経営を考えていかないといけない。 
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会 長：それでは、議題 4 の「その他」について事務局説明をお願いします。 

事務局：その他については特にございませんので、本日の議題は以上となります。 

 

５ 閉会 

事務局：本日の審議会はこれで終了させていただきます。ありがとうございました。 
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